
大学設置基準について （ 遠隔授業）

○大学設置基準（昭和31年文部省令第28号）（抄）

（授業の方法）
第二十五条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行う
ものとする。

２ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、
当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

３・４ （略）

（卒業の要件）
第三十二条 （略）
２～４ （略）
５ 前四項又は第四十二条の十二の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第二十五条第二

項の授業の方法により修得する単位数は六十単位を超えないものとする。

○平成13年文部科学省告示第51号（大学設置基準第二十五条第二項の規定に基づく大学が履修させることが
できる授業等）（いわゆる「メディア授業告示」） （抄）

通信衛星、光ファイバ等を用いることにより、多様なメディアを高度に利用して、文字、音声、静止画、
動画等の多様な情報を一体的に扱うもので、次に掲げるいずれかの要件を満たし、大学において、大学設置
基準第二十五条第一項に規定する面接授業に相当する教育効果を有すると認めたものであること。

一 同時かつ双方向に行われるものであって、かつ、授業を行う教室等以外の教室、研究室又はこれらに準
ずる場所(大学設置基準第三十一条第一項の規定により単位を授与する場合においては、企業の会議室等の
職場又は住居に近い場所を含む。)において履修させるもの

二 毎回の授業の実施に当たって、指導補助者が教室等以外の場所において学生等に対面することにより、

又は当該授業を行う教員若しくは指導補助者が当該授業の終了後すみやかにインターネットその他の適切
な方法を利用することにより、設問解答、添削指導、質疑応答等による十分な指導を併せ行うものであっ
て、かつ、当該授業に関する学生の意見の交換の機会が確保されているもの
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２

(校地)
第三十四条 校地は、教育にふさわしい環境をもち、校舎の敷地には、学生が休息その他に利用するのに適当な

空地を有するものとする。
２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由により所要の土地の取

得を行うことが困難であるため前項に規定する空地を校舎の敷地に有することができないと認められる場合に
おいて、学生が休息その他に利用するため、適当な空地を有することにより得られる効用と同等以上の効用が
得られる措置を当該大学が講じている場合に限り、空地を校舎の敷地に有しないことができる。

３ 前項の措置は、次の各号に掲げる要件を満たす施設を校舎に備えることにより行うものとする。
一 できる限り開放的であつて、多くの学生が余裕をもつて休息、交流その他に利用できるものであること。
二 休息、交流その他に必要な設備が備えられていること。

(運動場)
第三十五条 運動場は、教育に支障のないよう、原則として校舎と同一の敷地内又はその隣接地に設けるものと

し、やむを得ない場合には適当な位置にこれを設けるものとする。
２ 前項の規定にかかわらず、大学は、法令の規定による制限その他のやむを得ない事由により所要の土地の取

得を行うことが困難であるため前項に規定する運動場を設けることができないと認められる場合において、運
動場を設けることにより得られる効用と同等以上の効用が得られる措置を当該大学が講じており、かつ、教育
に支障がないと認められる場合に限り、運動場を設けないことができる。

３ 前項の措置は、原則として体育館その他のスポーツ施設を校舎と同一の敷地内又はその隣接地に備えること
により行うものとする。ただし、やむを得ない特別の事情があるときは、当該大学以外の者が備える運動施設
であつて次の各号に掲げる要件を満たすものを学生に利用させることにより行うことができるものとする。
一 様々な運動が可能で、多くの学生が余裕をもつて利用できること。
二 校舎から至近の位置に立地していること。
三 学生の利用に際し経済的負担の軽減が十分に図られているものであること。
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(校舎等施設)
第三十六条 大学は、その組織及び規模に応じ、少なくとも次に掲げる専用の施設を備えた校舎を有するものと
する。ただし、特別の事情があり、かつ、教育研究に支障がないと認められるときは、この限りでない。
一 学長室、会議室、事務室
二 研究室、教室(講義室、演習室、実験・実習室等とする。)  
三 図書館、医務室、学生自習室、学生控室

２
３
４

研究室は、専任の教員に対しては必ず備えるものとする。
教室は、学科又は課程に応じ、必要な種類と数を備えるものとする。
校舎には、第一項に掲げる施設のほか、なるべく情報処理及び語学の学習のための施設を備えるものとす

る。
５ 大学は、校舎のほか、原則として体育館を備えるとともに、なるべく体育館以外のスポーツ施設及び講堂並

びに寄宿舎、課外活動施設その他の厚生補導に関する施設を備えるものとする。
６ 夜間において授業を行う学部(以下「夜間学部」という。)を置く大学又は昼夜開講制を実施する大学にあつ

ては、研究室、教室、図書館その他の施設の利用について、教育研究に支障のないようにするものとする。

(校地の面積)
第三十七条 大学における校地の面積(附属病院以外の附属施設用地及び寄宿舎の面積を除く。)は、収容定員上

の学生一人当たり十平方メートルとして算定した面積に附属病院建築面積を加えた面積とする。
２ 前項の規定にかかわらず、同じ種類の昼間学部(昼間において授業を行う学部をいう。以下同じ。)及び夜間

学部が近接した施設等を使用し、又は施設等を共用する場合の校地の面積は、当該昼間学部及び夜間学部にお
ける教育研究に支障のない面積とする。

３ 昼夜開講制を実施する場合においては、これに係る収容定員、履修方法、施設の使用状況等を考慮して、教
育に支障のない限度において、第一項に規定する面積を減ずることができる。

３
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大学設置基準について （ 校地、 校舎等の施設及び設備等③ ）

（校舎の面積）
第三十七条の二 校舎の面積は、一個の学部のみを置く大学にあつては、別表第三イ(1)若しくは(2)又はロの表

に定める面積（略）以上とし、複数の学部を置く大学にあつては、当該複数の学部のうち同表に定める面積
（略）が最大である学部についての同表に定める面積（略）に当該学部以外の学部についてのそれぞれ別表第
三ロ又はハ(1)若しくは(2)の表に定める面積（略）を合計した面積を加えた面積（略）以上とする。

別表第三 イ(1)抜粋

別表第三

４

ハ(1)抜粋



○ 大学設置基準において、収容定員は、学科・課程を単位として、学部ごとに定めることとされている。
○ 収容定員の規模に応じて、教員数や校地・校舎の規模等の必要となる教育環境の水準が定められている。
○ 大幅な定員の超過や不足に対しては、学部・学科等の設置や基盤的経費の配分等においてペナルティがある。

公私立大学の学部等の設置等の認可の基準について定めた告
示により、学部単位（学部の学科ごとに修業年限が異なる場合
は学科単位）の入学定員に対する入学者の割合の平均（平
均入学定員超過率）が一定値以上の場合は、認可しないこと
を規定。国立大学の「意見伺い」についても、この基準に準ずること
としている。

○認可の基準における平均入学定員超過率に係る要件

大規模学部（学部入
学定員300人超）

中規模学部（学部入
学定員100人超300人

以下）

小規模学部（学部入
学定員100人以下）

1 0 5 % 以上 1 1 0 % 以上 115％以上

大・中規模学部（学部
入学定員100人超）

小規模学部（学部入
学定員100人以下）

1 1 0 % 以上 120％以上

○収容定員（2年次以降）に対する在席者数の定員超過
（学部毎に算定）

※上記の入学定員（ 1 年次） に対する定員超過における控除対象の
留学生に加え、休学者や2年以内の留年者（ 2 年間海外留学をしてい
た場合は3年以内の留年者） について控除して超過率を算出。ただし、
全科目で学修目標、授業方法・計画、成績評価基準の明示、成績評
価にGPA制度を導入、成績不振の学生への個別指導（ 面談、補修
等） を行うことが条件。

区分 大学 短期大学 高等専門
学校

大学規模
（収容定員）

4000人以上 4000人
未満

学部規模
（入学定員）

300人
以上

100人以
上300人
未満

100人
未満

1 .05
未満

1 .10
未満

1 .15
未満

1 .15
未満

1 .15
未満

1 .15
未満

国立大学について、各学部の定員超過率が一定基準以
上になった場合、超過した学生数分の授業料収入相当
額（ 学部（ 昼間） であれば1人当たり53 .6万円） を中
期目標期間終了時に国庫返納する。

○入学定員（１年次）に対する入学者数の定員超過
（学部毎に算定）

※国費留学生、外国政府派遣留学生、大学間・学部間交流協定に
基づく私費留学生、留学生のための特別コースに在籍する私費留学生
については、控除して超過率を算出。

私立大学について、
○入学定員充足率が一定の基準を超えた場合に私学助成を全額
不交付とする措置を実施。

大学規模別
収容定員

8,000人以上
収容定員

4,000～8,000人
収容定員

4,000人未満

入学定員充足率 1 .10倍以上 1 .20倍以上 1 .30倍以上

○学部等ごとの収容定員に対する在籍学生数の割合（ 収容定員
充足率） に応じた私学助成の増減調整を実施。

増減率 ▲11％…▲20％…▲30％…▲40％……▲50％

収容定員充足率 89％ … 80％ … 70％ … 60％ … ～51％

※医歯学部については別途設定 ※収容定員充足率50％以下は不交付

定員の取扱い

５
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